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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第36期
第３四半期
累計期間

第37期
第３四半期
累計期間

第36期

会計期間

自平成27年
 ７月１日
至平成28年
 ３月31日

自平成28年
 ７月１日
至平成29年
 ３月31日

自平成27年
 ７月１日
至平成28年
 ６月30日

売上高（千円） 2,497,054 2,445,285 3,241,355

経常利益（千円） 379,829 293,793 397,281

四半期（当期）純利益（千円） 241,361 192,518 263,031

持分法を適用した場合の投資利益
（千円）

－ － －

資本金（千円） 501,375 501,375 501,375

発行済株式総数（株） 5,575,320 5,575,320 5,575,320

純資産額（千円） 3,091,884 3,241,401 3,099,225

総資産額（千円） 3,625,883 3,825,381 3,611,780

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円）

43.72 34.87 47.65

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

－ － －

１株当たり配当額（円） － － 12.00

自己資本比率（％） 85.3 84.7 85.8
 

　

回次
第36期
第３四半期
会計期間

第37期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成28年
 １月１日
至平成28年
 ３月31日

自平成29年
 １月１日
至平成29年
 ３月31日

１株当たり四半期純利益金額
（円）

23.86 19.34
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。
　
（１）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、大手をはじめとした企業収益や雇用環境の好転を背景に総じて緩

やかな回復基調で推移しているものの、個人消費は力強さを欠いた状態が続いております。また、アジア新興国や

資源国の景気下振れや米国新政権による金融政策の動向及び影響等先行きは依然として不透明な状況となっており

ます。

当社が属するフリーペーパー業界におきましては、広告媒体及びターゲットの多様化が進むなか、インターネッ

ト広告との価格競争が恒常化するなど、依然として厳しい経営環境が続いております。

このような状況の下、当社では、タウンニュース編集部門におきましては、引き続き各地域の身近なニュースや

生活情報を豊富に掲載し、読者に親しまれる紙面づくりに努め、競合他紙との差別化を進めてきました。一方、営

業活動におきましては、顧客ニーズや時宜にかなった提案型営業を一層進めるとともに、編集室の枠を越えた合同

特集を組むなど売上増大を図る工夫をしてまいりました。さらに、当社のＷeb事業である地域イベント情報サイト

「ＲareＡ（レアリア）」と連携をさせた取り組み、「春の桜特別号」の展開など新機軸を模索する動きを積極的に

推進してまいりました。

しかしながら、地域経済の状況が厳しいなか、当社の主要顧客である地元中小企業や個人商店からの広告受注額

が減少し、広域エリア出稿の手控え傾向等が響き、計画した売上高を達成することができませんでした。

利益につきましては、横浜・川崎エリアにおける発行版再編を行うなど、経営の効率化を進めてまいりました

が、売上高の減少に加え、退職給付の規約の変更に伴い引当金が増加したことなどにより、営業利益・経常利益・

四半期純利益ともに前年同期実績を下回ることとなりました。

以上の結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高2,445百万円（前年同期比2.1％減)、営業利益234百万円

（前年同期比25.7％減）、経常利益293百万円（前年同期比22.7％減）、四半期純利益192百万円（前年同期比

20.2％減）となりました。　
 
（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ213百万円増加し、3,825百万円となりました。これ

は主に、現金及び預金が184百万円、建物が13百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が36百万円、有価証券が

300百万円、その他流動資産が41百万円、投資有価証券が70百万円増加したことによるものであります。

（負債）

当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ71百万円増加し、583百万円となりました。これは主

に、長期未払金が81百万円減少したものの、未払法人税等が32百万円、賞与引当金が44百万円、その他流動負債が

51百万円、退職給付引当金が24百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ142百万円増加し、3,241百万円となりました。こ

れは、利益剰余金が126百万円、その他有価証券評価差額金が15百万円増加したことによるものであります。
　
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,034,000

計 12,034,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年５月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,575,320 5,575,320
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 5,575,320 5,575,320 － －
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年１月１日～
平成29年３月31日

－ 5,575,320 － 501,375 － 481,670
 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 54,600
 

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,519,600
 

55,196 同上

単元未満株式 普通株式 1,120
 

－
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 5,575,320 － －

総株主の議決権 － 55,196 －
 

(注) 単元未満株式には当社所有の自己株式86株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社
タウンニュース社

神奈川県横浜市青葉区
荏田西二丁目１番３号

54,600 － 54,600 0.98

計 － 54,600 － 54,600 0.98
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　
役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員

タウンニュース監理役員

取締役執行役員

タウンニュース西エリア監理役員

兼任　秦野支社　支社長

伊藤　弘通 平成29年２月１日

取締役執行役員

経営企画室　室長

兼任　制作監理役員

取締役執行役員

タウンニュース東エリア監理役員

経営企画室　室長

兼任　横浜北支社　支社長

小野　淳 平成29年２月１日

取締役執行役員

プロモーション事業監理役員

取締役執行役員

営業部監理役員
露木　敏博 平成29年２月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年１月１日から平成29年

３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年７月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

    資産基準        　　 　　　    　 1.1％

    売上高基準      　　 　　　     　3.2％

    利益基準      　　　 　　      　 2.6％

    利益剰余金基準  　　 　　     　△0.3％

　　※会社間項目の消去前の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,524,218 1,339,749

  受取手形及び売掛金 239,024 275,809

  有価証券 － 300,000

  仕掛品 3,793 526

  その他 49,735 91,221

  貸倒引当金 △1,912 △2,205

  流動資産合計 1,814,859 2,005,100

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 378,958 365,738

   土地 381,747 381,747

   その他（純額） 36,743 35,573

   有形固定資産合計 797,449 783,059

  無形固定資産 26,424 24,729

  投資その他の資産   

   投資有価証券 432,790 502,950

   投資不動産（純額） 303,693 298,790

   その他 239,759 213,819

   貸倒引当金 △3,197 △3,067

   投資その他の資産合計 973,046 1,012,492

  固定資産合計 1,796,921 1,820,281

 資産合計 3,611,780 3,825,381

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 73,906 73,371

  未払法人税等 42,472 74,865

  賞与引当金 23,139 68,058

  その他 189,463 241,405

  流動負債合計 328,981 457,701

 固定負債   

  長期未払金 95,390 13,500

  退職給付引当金 77,903 102,499

  その他 10,280 10,280

  固定負債合計 183,573 126,279

 負債合計 512,555 583,980
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成29年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 501,375 501,375

  資本剰余金 481,670 481,670

  利益剰余金 2,149,856 2,276,128

  自己株式 △14,449 △14,449

  株主資本合計 3,118,453 3,244,724

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △19,227 △3,323

  評価・換算差額等合計 △19,227 △3,323

 純資産合計 3,099,225 3,241,401

負債純資産合計 3,611,780 3,825,381
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年７月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 2,497,054 2,445,285

売上原価 943,407 950,812

売上総利益 1,553,646 1,494,472

販売費及び一般管理費 1,237,853 1,259,787

営業利益 315,793 234,685

営業外収益   

 受取利息 391 312

 受取配当金 3,245 5,723

 投資有価証券売却益 39,010 37,790

 不動産賃貸料 16,335 16,335

 その他 11,389 5,174

 営業外収益合計 70,371 65,335

営業外費用   

 不動産賃貸費用 5,008 4,903

 その他 1,326 1,323

 営業外費用合計 6,335 6,226

経常利益 379,829 293,793

特別損失   

 固定資産売却損 22 －

 固定資産除却損 864 165

 特別損失合計 887 165

税引前四半期純利益 378,941 293,628

法人税、住民税及び事業税 140,434 123,589

法人税等調整額 △2,853 △22,479

法人税等合計 137,580 101,109

四半期純利益 241,361 192,518
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【注記事項】

（追加情報）

当第３四半期累計期間
(自 平成28年７月１日 至 平成29年３月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。
 

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日）

減価償却費 36,360千円 34,180千円
 

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）
　

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月25日
定時株主総会

普通株式 66,247 12 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金
 

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）
　

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日
定時株主総会

普通株式 66,247 12 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金
 

　

（セグメント情報等）

　

【セグメント情報】

当社はタウンニュース事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成28年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 43円 72銭 34円　87銭

 （算定上の基礎）   

   四半期純利益金額（千円） 241,361 192,518

   普通株主に帰属しない金額（千円） － －

   普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 241,361 192,518

   普通株式の期中平均株式数（株） 5,520,634 5,520,634
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年５月２日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   澤　　田　　修　　一　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   細　　野　　和　　寿　　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第37期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年１月１日

から平成29年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年７月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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